
 経産省は１月２７日に開かれた「エネルギー基本計画見直し有識者会議」に、２０５０年の

総発電量に占める各電力の割合（電源構成）について６つの具体案を示した。５０年は政

府が温室効果ガスの「実質ゼロ」を目指す目標年である。今後この６案を基に有識者会議

で論議を深め、内容分析は「地球環境産業技術研究機構（RITE）」が行う。また、資源エネ

ルギー庁のホームページに意見箱を設け、国民からの意見を募ると発表した。 

 原発と石炭火力ありきの計画審議 

 改定論議を行う有識者会議は企業経営者や研究者２４

人で構成される。ＩＨＩや日本製鉄、ＮＴＴ，日本電鍍など

の原発産業関連者、原発推進の大学や研究機関の研

究者でほとんどが原発に好意的な委員である。そして提

出されている資料では「原発はコストが低廉、再エネは高

い」というような福島原発事故以前のまま。またエネルギ

ーの供給、省電力などのビジョンが欠如し、「これまでの

体制」を維持する審議となっている。 

 国民世論と遊離した原発推進論議 

 論議の中では、豊田日本エネ研理事長は、原発の新

増設を主張し、２０～２３％と強調した。隅東京海上火災

相談役は、原発の運転期間６０～８０年への延長と建替

え、高速炉への研究投資。水本ＩＨＩ役員は、原子力は準

国産非化石電源として扱うべき。新しい建設と海外輸出

を目指すべき。山口東大工学部教授は、既設炉の再稼

働を進め、新規の軽水炉を建設する。核燃料サイクルや

高速炉サイクルの論議をやっぱり行うべきだ。 と述べた。 

 論議全体が、国民世論と全く

乖離した有識者会議である。原

発の将来に関して世論は「増や

していく」と答えた人は２％、「即

 福井県の杉本知事は１２日に関電の森本社長と面談

し、運転４０年超えの老朽原発の再稼働の前提とされる

中間貯蔵施設の県外設置について、「２０２３年末を最

終期限として確定する」との報告を了承した。この会見に

はオンラインで梶山経産相も参加して、知事に再稼働へ

の協力を要請した。森本関電社長はむつ市等の候補を

上げ、同席した資源エネルギー庁の保坂長官も「むつ

市長に早急に説明する」と述べて後押しした。私企業の

事業許可に経産省・エネルギー庁が後押しする異例の

時廃止」「徐々に廃止」を合わせて廃止を望む人は６割

に達している。また原子力発電所の建設と運営は経済的

に成り立たず、廃止後の原子炉の解体と核汚染物の保

管（埋設）は計画すらたてることができない。 

展開である。 

 関電の使用済み核燃料の中

間貯蔵施設を２３年までに、む

つ市の施設に確定させるとさ

れた青森県むつ市は、「ありえ

ないこと」とする文書を発表し、

関 電 との交 渉もないとした。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｏ.２３７   ２０２１年２月１８日 

脱原発・放射能汚染を考える北摂の会 

nonukes.hokusetu@gmail.com 

 

「湘南 Theo の平和のページ」（http://hws3.spaaqs.ne.jp/ezetheo01/datugenpatu/hokusetunokaii.html）
でバックNoの閲覧とダウンロードが出来ます

経産省「エネルギー基本計画見直し有識者会議」 
原発と石炭火力ありきのエネ計画審議に抗議する 

  脱脱原原発発・・放放射射能能汚汚染染をを考考ええるる  

 アンジェスのワクチンも「環状プラスミドＤＮＡ」にコロナウイル

スの表面にあるスパイクの遺伝子を組み込んで体内で抗

体を作らせる。しかしアンジェスの製品化のスピードは遅

れて、「早くても今年後半以降」となり、当面のコロナ対策

には役立たず、使用されない可能性が大である。 

 口先の人気取りばっかりの吉村府政 

 吉村知事のコロナ対策の妄言は、昨年のこの「大阪ワク

チン」実用化、そしてそして８月の羽曳野病院医師との

「イソジンうがい推奨緊急記者会見」など、「目立ちたがり」

会見で、混乱は拡大してもまったく実のないものである。 

 緊急事態宣言でも、最初は「大阪は不要だ」と述べ、翌

日には緊急事態宣言の発令に賛成した。宣言延長に対

しても大阪は「解除できる」と言いながら、医師や市民の

反対によって継続となった。もう口先の混乱は不要だ。 

 昨年４月に大阪府・市は阪大発の創薬ベンチャー「ア

ンジェス」と「新型コロナワクチン」で連携した。そして４月

の記者会見で吉村知事は「７月治験開始、９月実用化」

と発言した。そして６月末には、大阪市大病院での臨床

試験を発表して、ワクチン治験は全国初と自賛した。 

 その結果、アンジェスの株価は一挙に６・６倍の２４９２円

まで暴騰した。しかし上がったのは株価だけで、開発の

遅れで期待は低下し、その結果株価も低迷している。 

 仮に完成しても出番がない可能性 

 アンジェスが開発するワクチンは従来型のワクチンと異

なる「DNA ワクチン」である。先行している米ファイザー

のワクチンは「ｍＲＮＡワクチン」、英アストロゼネカのワク

チンは「ウイルスベクターワクチン」と呼ばれ遺伝子を操

作したワクチンに体内で抗体を作らせるものである。 

吉村知事の「大阪ワクチン」の効果はアンジェスの株価上昇だけだ！ 

ごまかしの「関電報告」で 
「老朽原発再稼働」に進む福井県知事

日本の養鶏産業の悲惨な現実 

廃炉の中に３号機 



「原発立地特別措置法」の延長案提出へ(朝日 1/19) 

 菅政権は、原発立地自治体への財政支援を手厚くする

特別措置法の期限を１０年延長する改正案を今国会に提

出する。立地振興には「電源三法交付金制度」もある。 

 原発の新増設を後押しするこの法案を、原発の廃炉と

再生可能エネルギーへの転換期に延長するのは誤りだ。

むしろ求められているのは「原発城下町」から脱却するた

めの支援策、「廃炉」のための支援策である。 

 ＩＳの脅威 西アフリカを覆う／襲撃大幅増(朝日 1/26) 

 世界的な新型コロナ禍で、地域紛争の動向が報道され

ていないが解決したわけではない。アフリカのニジェール

ではＩＳ関連組織による１００人以上の殺戮、マリ、ブルキナ

ファソ、カメルーンなどで襲撃が続き多数が殺害された。 

 シリアでもＩＳが復活し、アサド政府軍への攻撃、イラクのバ

グダッドでも３年ぶりの自爆テロが行われた。 

 捜索は「違法」 関西生コンが逆転勝訴(朝日 2/5) 

 関西生コン労組の正当な労働組合運動にかけられた、

大阪府警による違法な家宅捜査に対する損害賠償の控

訴審判決が大阪高裁であり、「捜索は違法」として損害賠

償を命じた。京都での集会のために主催団体が往復バス

を運用し参加者から代金を徴収したことを「白バス」運行

の容疑で 1 年後に捜索したのは違法だと認定された。 

 愛知イコール署名 83％が無効の疑い(朝日 2/5) 

 ２０１９年に開催された芸術祭「あいちトリエンナーレ」に関

連し、大村愛知県知事のリコール署名で提出された４３万

票の実に８３％が無効であり、そのうち約 90％は複数の人

が何筆も書いたと疑われると県選管が発表した。これに対

して「高須クリニック」の高須氏は「変な話。ありえない数

字」だと主張し、河村名古屋市長も「極めて異例な調査」

と不信感を強調した。リコール運動の事務局長は「維新」

の愛知地区の立候補予定者で、態度は表明していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「脱原発・放射能汚染を考える」 No237 （2021/2/18） 

 菅首相の側近である吉川元農水相が在任中に大手鶏

卵会社から合計現金５００万を受け取っていたことで収

賄罪で起訴された。農林関係議員であった氏には合計

１８００万円が渡され、吉川氏の前任の西川元農水相や

自民党の国会議員にも現金数百万円が渡されていた。 

 この賄賂の目的は、①国際的な基準「アニマルウエル

フェア」（家畜の飼育環境の改善の基準）によって、養鶏

には「巣箱」や「止まり木」の設置を義務づける）を日本が

国際機関の審議で反対することと。 ②政府系金融機関

である「日本政策金融公庫」の融資について、「養鶏業

界が借りやすいよう」にすることであった。 

 日本のたまごはこんなに危ない／EＵであったら９割が違法 

 日本の養鶏業界は「アニマルウエルフェア」を拒否し

て、今も「バタリーケージ飼育」（狭いアミ籠に５～7 羽の

鶏を押し込み、卵を産ませる飼育法）が行われている。 

 巣箱も止まり木もない、羽根も広げれず、砂浴びもでき

ない空間に押し込まれ、「産む器械」として卵を毎日産ま

されて、弱ったら廃棄される。飼料には大量のサブリメント

と薬品が投入され、卵には強力な消毒が行われる。 

 日本の卵は低価格であり、「物価の優等生」といわれる

が、その背景には国際的に通用しない鶏への虐待と不

衛生、薬漬けと賞味期限の「偽装」が行われているのだ。 

報告 2/11  スガも維新もいらない！ 
命と人権を守る教育を！ 

菅正剛（長男で元秘書官）の総務省関連の 
贈収賄事件のもみ消しを許すな 

 ２月１１日に「『日の丸・君が代』強制反対大阪ネット」の

主催で集会が大阪市天王寺区で開かれた。纐纈厚さん

の講演が行われ、裁判闘争で闘う原告、そして全国の団

体から連帯の挨拶が行われた。た。約２５０人が参加し、

熱意溢れる集会となった。終了後デモ行進が行われた。 

案内 大阪空襲７６年朝鮮人犠牲者追悼集
 1945/3/13 の第 1 次大阪空襲から５０

回を超える空襲による罹災者は１２２万

人以上、犠牲者数は１．５万人以上、重

軽傷者３．１万人といわれている。１割は

朝鮮人と推定されるのに、歴史に書込

まれていない。ここに歴史の光を当て、

朝鮮人被害の実態を明らかにし、追悼

し本名での記録を進めるきっかけにしたい。 

日時：３月１３日（土）14:00 から 場所：ＰＬＰ会館 5 階 

主催：朝鮮人犠牲者追悼集会実行委員会 

案内  真田山陸軍墓地フィールドワーク
 真田山陸軍墓地は１８７１年に作られた日本陸軍の最初

の墓地である。明治政府が大阪に軍の中心を置こうとした

名残りの施設である。「アジアから問われる日本の戦争」展

2021 のプレ企画として開催される。 

ぜひご参加ください。 

日時：３月２９日（土）14:00   

集合：ＪＲ玉造駅改札口前 

講師：塚崎昌之さん       

主催：大阪城狛犬会： 

1％の底力で朝鮮学校の民族教育を支える会 

真田山墓地 

吉川元農水大臣の収賄事件 
日本の養鶏産業の悲惨な現実 

 ２月４日発行の「週刊文春」で、菅首相長男で東北新

社の統括部長の正剛氏が、総務省の幹部を接待してい

たことがスクープされた。以後新聞でも報道されるが、未

成年でもないのに名前は「長男」、そして追及には及び

腰である。正剛氏は、父親が安倍第１次内閣で総務相

になったとき、２５歳で総務省秘書官となった。そして父

親の支援者で友人が創業者である東北新社に入社さ

せてもらい、メディア事業部の統括部長や子会社の取

締役となっている。その「親の七光り」正剛氏が、放送行

政を担う総務省との交渉に登場し、総務省のトップ幹部

との２時間を超える接待を行ったのである。 

 露骨な「菅一族」を利用した、縁故主義、行政の私物化 

 総務省の秋本局長は接待の事実を認め、長期にわた

り、「平均すると年１回づつ会食」を認め、飲食代とタクシ

ー代の供与を認めた。この衛星放送を行う東北新社と、

衛星放送チャンネル許認可権を持つ総務省との癒着と

なれ合いの関係の背景には菅首相の存在がある。 

 国会で菅首相は、「私の親族ではあるが民間人だ」「長

男は４０歳になり、（最近）ほとんどあっていない」「私と別

の人格で、名誉やプライバシーに関わる」ととぼけている。 

 首相周辺の引き起こした典型的な「政官癒着の典型」

である。徹底的な真相究明と断罪をしなければならない。


